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〈有料広告〉

北海道新幹線情報北海道新幹線情報２０25年度

北海道新幹線新函館北斗～札幌間の建設費が令和５年度の認可時２兆３,１５９億円から、約１兆２,０００億円
増える可能性が指摘されています。
費用は国が３分の２、北海道が３分の１を負担し、そのうち長万部町は都市計画用途区域（市街地）工事費の�

１０分の１を負担する仕組みとなっています。（実質は市街地工事費の30分の１）
しかし、この制度は都市部向けに設計された面があるため、沿線自治体と比較し市街地工事が多く、年間予算

６０～７０億円規模の長万部町では極めて重い負担となります。
町の負担は、町の独自想定で従来試算の約２５億円（実質負担想定約７～１１億円※）から約４０億円（同　約

１０～１８億円）へ増える可能性があります。
これは同規模自治体では例のない割合です。町ではこうした状況を踏まえ、国に対して負担軽減を要望しています。
国・北海道から正式な説明が示され次第、改めて皆様へお知らせします。

※�整備新幹線建設負担金は、地方債の交付税措置により実質の負担は減少する見込となっております。なお、交付
税措置率は５０％～７０％の間で国が決定します

整備新幹線の建設費増と町負担の見通しについて整備新幹線の建設費増と町負担の見通しについて

国負担 北海道負担 貸付料等
沿線自治体 交付税措置後

（1/30）〈市街地部分
工事費の1/10〉

2/3 1/3

約2兆3千億円 約1兆2千億円
約40億円

実質負担想定金額
（町独自試算）※国負担には公共事業関係費や既設新幹線譲渡収入を含む

約3兆5千億円


